
 

2025 年 4 月 24 日 

株式会社みずほ銀行 

 

クボタと食農領域の持続可能な発展に向け戦略的提携 

 

株式会社みずほ銀行（本社：東京都千代田区、取締役頭取：加藤 勝彦、以下〈みず

ほ〉）は、株式会社クボタ（本社：大阪府大阪市、代表取締役社長：北尾 裕一、以下

「クボタ」）と、このたび、グローバルに深刻化する食料問題と気候変動の課題を解決

するための戦略的提携に合意しました。クボタの農業分野おける豊富な知見・技術と、

〈みずほ〉の強みである国内外における広範なネットワーク・金融ノウハウを融合し、

食農領域の持続可能な発展をめざします。 

 

 
写真左から株式会社クボタ 常務執行役員 飯塚 智浩、株式会社みずほ銀行 常務執行役員 石原 治 

 

1． 背景とねらい 

 世界人口の増加に伴い食料需要は増大し続ける一方、気候変動の影響により農

作物の収穫量減少や品質低下が懸念されています。また、国内では、農業生産者

の高齢化や後継者不足、生産コストの増加など、多くの課題に直面しています。 

 こうした課題に対し、食農領域の持続性を高め、食料安全保障を確保すること

が喫緊の課題となっており、フードバリューチェーン全体の変革が必要です。〈み

ずほ〉は、気候変動、資源循環、自然資本・生物多様性といった社会課題の解決

と経済成長の両立を目指しています。かかる中、食農領域は社会インフラとして、

さらには、食料安全保障の観点からも重要だと認識しており、サステナビリティ

の視点を組み込んだ金融・非金融の取り組みを推進しています。また、クボタは、

自動化・無人化された農業機械の開発や、営農支援システム「KSAS（Kubota Smart 

Agri System、ケーサス）」の提供など、食料の生産性・品質を高めるためのソリ



   

 

ューションの提供に加え、農業機械や農作物生産におけるカーボンニュートラル

の実現に向けた取り組みを推進しています。 

 このたび、両社は食農をとりまく課題解決が急務であるとの意見が一致し、  双

方の強みを活かして、食農領域の持続可能な発展をめざすため、戦略的提携に合

意しました。 

 

2． 提携の内容 

 食農領域における技術革新や新規ビジネス創出などを促進するため、両社によ

る事業共創に加え、農業生産者をはじめ産学官の幅広いプレイヤーとの連携を強

化することでオープンイノベーションを推進し、様々な施策を検討します。具体

的には、以下のような取り組みを想定しています。 

 

⮚ 脱炭素×収益力向上の仕組みづくり： 

環境負荷の低減と農業生産者の新たな収入確保を両立する仕組みづくりを推

進します。 

第一弾として、食農領域でのカーボンクレジットについて、「水稲栽培におけ

る中干し期間の延長」による J-クレジット制度の活用など、クボタの農業分

野での知見と、〈みずほ〉のカーボンクレジットトレーディングやカーボンク

レジット分野での協業・出資の知見を活用し、国内外での新規取引創出・取引

量の拡大に取り組みます。 

⮚ バリューチェーンの高度化： 

「KSAS」等を活用し、トレーサビリティシステム（農産物の生産から消費に至

るまでのプロセスの追跡可能性を高める仕組み）の構築を推進し、農産物の

安心・安全性の担保とブランド化を促進します。 

⮚ 次世代農業への変革促進： 

DX 推進、スマート農業技術をはじめとした技術情報交換、新規事業創出など

の支援をめざします。 

⮚ 「食農オープンイノベーションエコシステム」の構築： 

食農領域の課題は多岐にわたるため、〈みずほ〉・クボタのみで解決できる問

題は限定的であると認識しております。〈みずほ〉とクボタの双方のネットワ

ークを活用して、国内外から企業や農業生産者、研究機関、行政機関などの幅

広いプレイヤーが集い、食農領域での多岐にわたる課題の解決を進めるため

のオープンイノベーションの場を創出します。 

 

これらの取り組みにとどまらず、食農領域の成長に資する様々な施策を検討します。 

 

3． 今後の展望 

 〈みずほ〉は、クボタとの本提携を通じて、食農領域の持続可能な発展に向け

た課題解決と新たな価値共創に挑戦し、国内外の食農の未来に貢献します。 



   

 

 本取り組みには、農業分野だけでなく、異業種の企業、農業生産者、研究機関、

行政機関など、幅広いステークホルダーの皆さまとの連携も不可欠です。ともに

食農の未来を創造していくために、多くの皆さまのご賛同とご連携をお待ちして

います。 

 

以上 

 

 

 


